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第５章 公共施設の適正配置に向けた課題             

１．公共施設を取り巻く状況の整理                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共施設の更新にかかる費用 

平成 25 年 9 月末日時点で保有している公共施設を同じ構造、同
じ面積で更新（建替え）すると仮定した場合、約７割の施設しか更
新できない。 

公共施設の状況 

公共施設の 1 人あたりの延床面積は、全国平均と比較し、過大な状態にあ

り、自治区間で 1 人あたりの延床面積に格差がみられる。管理運営費のう

ち利用料金で賄われているのはわずか 3 割程度であり、残りの約 7 割は税

金等で運営されている。 

財政の状況 

高齢化の進行に伴う扶助費の増加、生産年齢人口の減少による税

収の減少により、公共施設の整備にかけられる費用は大きく減少

する見込み。 

浜田市の概要 

県西部の中核都市としての役割を持つ。人口は減少傾向にあり、

将来的には人口 5 万人を下回ることが予測される。広大な市域面

積を有するも、人口の 7割は浜田自治区に集中している。 

公共施設の管理運営費の状況                     

◆管理運営費のうち３割が利用料金等の収入で賄われている。公営住宅の

みが、収支が黒字となっている。 

自治区別の公共施設の建物状況                              

◆公共施設の多くが浜田自治区に集中しているものの、人口１人あたりの

延床面積は浜田地区が最小で、地区ごとにバランスがとれていない。 

公共施設の建物状況                              

◆市民 1人あたりの延床面積は 6.86㎡と全国的に見て高い。老朽化施設

が多く、全体の３分の１が耐震化未適合となっている。 

■公共施設の延床面積は 40万㎡を超えており、市民 1 人あたり 6.86 ㎡と全国

的に見て高い。 

■全体の 34.6％を学校教育系施設、17.9％を公営住宅が占めている。 

■築 10～19 年の公共施設が全体の 30.1％を占めている。 

■築30年以上の公共施設が約4割となっており、老朽化施設が多い傾向にある。 

■10 年後には築 30 年以上の公共施設が約 6 割となり、さらなる老朽化施設の

増加が懸念される。 

 
■全 1,169 棟のうち約 2 割の施設が耐震化未適合となっている。 

■社会教育系施設、子育て支援施設、市民文化系施設、医療施設は、3 割以上が

耐震化未適合となっている。 

■棟別では、学校教育系施設のうち 75 棟が未適合となっている。 

■同規模他都市と比較して耐震化が遅れている。 

■浜田自治区の公共施設延床面積が 51.5％を占めており、全体的に浜田自治区

に公共施設が集中している。 

■本市の人口 1 人あたりの延床面積は 6.86 ㎡ 

■自治区別では最大が弥栄自治区の 22.07 ㎡、最小が浜田自治区の 4.83 ㎡で

あり、自治区ごとに格差がみられる。 

■県内他都市との比較では、最も大きくなっており、全国の同規模他都市（32

市）と比較しても第５位となっている。 

■本市の人口 1 人あたりの延床面積は全国的に見ても過大な傾向にある。 

■公共施設の管理運営にかかる経費は年間約 28.3 億円。うち 56.1％にあたる

約 15.9 億円を物件費が占める。 

■人件費は 35.2％、約 10.0億円、うち 8 割を正規職員の人件費が占める。 

■大分類別の管理運営費は学校教育系施設が最も高く、次いで供給処理施設、社

会教育系施設となっている。 

■１㎡あたりの管理運営費は医療施設が 124,429 円と最も高く、次いで子育て

支援施設が 34,324 円となっている。 

■収入は公共施設全体で約 9.6 億円、利用料金収入が約 8割を占める。 

■管理運営費に対して収入は 33.8％を占め、66.2％が税金等で賄われている。 

■公営住宅は収入が管理運営費を上回っている。 

■１㎡あたりの収支は子育て支援施設の赤字額が最も大きい。 

公共施設の将来更新投資額                      

◆公共施設の将来更新投資額は年平均 27.1 億円、このままで

は必要な更新投資額の約 7割しか費用を確保できない。 

財政見通し                              

◆平成 31 年以降は歳出が歳入を上回る見通し、普通建設事業

費の縮小により公共施設の更新にかけられる費用が減少。 

財政状況                              

◆年間決算は概ね 370億円程度、依存財源の割合が高く、扶助

費の割合が年々増加傾向。 

■浜田市の年間決算額は概ね 370 億円程度で推移している。 

■地方交付税などの依存財源が 67.7％となっており、依存財源の割

合が高くなっている。 

■義務的経費が 47.2％を占めている。 

■扶助費の割合、額ともに年々増加する傾向にある。 

■平成 31 年度以降は歳出が歳入を上回る見通し。 

■平成 33 年度には累積赤字額が約 39 億円になる見通し。 

 
■歳入が減少する中、公債費、扶助費といった義務的経費の増加が予

測される。 

■普通建設事業費が平成 33年度には約 19億円と大きく減少する見

込み。 

■合併算定替による普通交付税の逓減が見込まれている。 

■他都市と比較して、人口１人あたりの更新投資額は高くなっている。 

■更新投資額は今後 40 年間（平成 26～65 年）で総額約 1,086 億

円の見込み。 

■更新投資額（年平均約 27.1 億円）の約 7 割しか確保できない（約

7 割のハコモノ施設しか更新できない）見込み。 

 

○公共施設の老朽化が進んでおり、建替え、大規模改修等の対応が
必要 

○少子高齢化が進行する中、財政的に、現在所有している公共施設
を同じ規模で全て更新するのは不可能 

○浜田市の公共施設は過大な傾向にあり、将来の人口減少を踏まえ
ると、公共施設サービスを継続して提供するためには、適切な施
設数や管理運営方法の見直しといった公共施設マネジメントが
必要 

産業                              

◆県西部の中核都市として、昼間人口は流入超過の状況にあるも

のの、産業規模は近年縮小傾向。 

将来推計人口                                

◆人口減少の傾向は今後も続くものと予測され、平成 42年には

５万人を下回り、年少人口、生産年齢人口が減少の見込み 

人口                               

◆浜田自治区に人口の７割が集中。少子高齢化の進行に合わせて

人口は減少傾向。 

市の概況                                   

◆県西部の中核都市としての役割を持つとともに、合併により広

大な市域を有する都市へ変貌。 

■平成 17 年に 1 市 3 町１村が合併し、新浜田市となった。 

■松江市、出雲市に次ぐ県内第 3 位の人口を有し、県西部の中核都市

の役割を担っている。 

■県内で益田市に次ぐ第 2 位という広大な市域を有している。 

■広大な市域に対して市街地の面積は小さく、約８割が森林。 

■浜田自動車道、山陰自動車道、国道 9 号、国道 186 号が骨格道路

の役割を果たしている。 

■公共交通は民間事業者による路線バスと市営バス、予約型乗合タク

シーが運行している。 

■合併後８年間で、5,044 人（7.9％）の人口が減少している。 

■浜田自治区に人口の７割が集中している。 

■全市的に人口減少の傾向が続いている。 

■島根あさひ社会復帰促進センターの職員と家族等により旭自治区の

み人口が増加している。 

■年少人口・生産年齢人口が減少する一方で老年人口は増加し、少子

高齢化が着実に進行している。 

■就業者の流出人口は 2,314 人、流入人口は 3,615 人で、105.2％

の流入超過となっている。 

■流出先、流入先はともに江津市と益田市が多くなっている。 

■人口減少は今後も続き、平成 52 年には約 4 万人となる見込み。 

■老年人口は、平成 27 年の 19,325 人をピークに、平成 52 年には

15,598 人へと減少、生産年齢人口、年少人口においても減少が見

込まれる。 

■自治区別でも人口減少の傾向は今後も続いていくことが見込まれる。 

■特に、旭自治区、弥栄自治区、三隅自治区における人口の減少率が高

くなっている。 

■就業人口はこの20年間で19.6％減少し、28,738人となっている。 

■農業、漁業、商業、工業、全ての産業規模が縮小傾向にある。 
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２．公共施設の適正配置に向けた課題の整理                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○築 30 年以上の施設が集会施設全体の約 6 割を占めており、老朽化が進行 
（集会施設） 
○築 20 年未満の比較的新しい施設だが、総合福祉センター、ラ・ペアーレ浜田
においては、施設、設備の老朽化が問題（その他社会福祉施設） 

○金城図書館、旭図書館、弥栄図書館は築 40 年を経過し老朽化が進行（図書館） 
○石央文化ホールではデジタル化対応が求められている（文化施設）  

公共施設の施設・設備面の老朽化対策が必要 

◆多くの施設で老朽化が進行している。老朽化はただ単に躯体が劣化するというだけではなく、修繕箇

所の増加による修繕費用の増加、設備面においては交換部品の不足、機能面においては、最新の電子

機器等への未対応などによる施設の陳腐化といった問題点を抱えている。そのため、施設、設備の老

朽化に対して適切な対応をしていくことが求められる。 

公共施設の 

計画的な維持管理 

公共施設の現状（抜粋） 公共施設の抱える課題 公共施設マネジメントに求められるもの 

誰もが安全で安心して使える 

施設整備 

社会動向やニーズに合わせた 

公共施設サービスの提供 

 
 

不要な施設、諸室の 

見直しや統廃合 

受益者負担の 

公平性の確保 

○金城図書館、旭図書館、弥栄図書館ではバリアフリーが施されていない（図書館） 

○小学校、中学校ともに 7 割以上が耐震化に適合しているものの、60 棟が未適

合で、プール付属屋や渡り廊下、トイレ等に集中（学校） 

○全体の 5 割以上の施設において耐震化に未適合（幼稚園・保育園・こども園） 

 

 

 

等 

バリアフリー、耐震化への対応が必要 

◆バリアフリー対応が遅れている施設がある。今後の高齢者の増加を見据えると、誰もが快適に使える

施設としていくことが求められる。また、耐震性を確保し、誰もが安全に利用できる施設とすること

が必要。 

建
物
状
況 

利
用
状
況 

○今市公民館、弥栄郷土資料展示室、三隅歴史民俗資料館、弥栄老人福祉センタ

ーは、平成 22 年度と比べて平成 24 年度の利用者が 5 割以上減少 

○ゆうひパーク三隅は利用者数の減少が売上の減少につながっている（産業系施

設） 

 

利用者の減少した施設の必要性や運営方法の見直しが必要 

◆利用者が減少傾向にある施設が多く、施設の必要性や運営の在り方を見直すことが必要。 

○小学校、中学校ともに少子化の影響により今後も児童数、生徒数が減少するこ

とが見込まれる（学校） 

○農村広場施設やかたらいの家は当初の目的と異なる利用がされている（産業系

施設） 

○利用者数が約 4割以上減少、定員割れが続いている（幼稚園・保育園・こども園） 

 

社会動向やニーズの変化に合わせて施設の必要性を検討することが必要 

◆人口構造の変化により幼稚園、小学校、中学校は利用者数の減少が予測される。特に幼稚園において

は定員割れが常態化しており、民間施設も多くあることから、施設の必要性を検討することが求めら

れる。また、当初の目的と異なる利用がされている施設についても整理が必要。 

コ
ス
ト
状
況 

○管理運営費約 1 億 4,285 万円に対し、収入は約 129 万円で、管理運営費の

0.9％（スポーツ施設） 

○収入が管理運営費の約 3 倍と小分類別で唯一の黒字（公営住宅） 

 

受益者負担の公平性を確保することが必要 

◆収支が黒字の施設（特別会計分の施設を除く）は公営住宅のみであり、ほとんどの施設が税金等で運

営を行っている。全ての施設の更新が不可能である状況においては、受益者負担の公平性を確保し、

施設の利用頻度が低い市民からも納得が得られる公平な負担とすることが必要。 

○アクアみすみの管理運営費は平均を大きく上回っているが、年間 5 万人以上に

利用され、利用者 1 人あたりの管理運営費 876 円と平均以下（スポーツ施設） 

利用者の増加を図り施設の効率的な運営を行うことが必要 

◆管理運営費の大きい施設でも、利用者数が多くなると利用者 1 人あたりの管理運営費は安くなる。出

来る限り多くの人に利用される施設としていくことが効率的な運営につながる。 
効率的な施設運営 

○稼働率が 6 割を超える諸室もあるが、平均稼働率は 22.7％（集会施設） 

○平均稼働率は 22.9%、1 割に満たない稼働率の諸室もある（幼児・児童施設） 

○研修室、会議室、集会室等、他の用途と諸室の重複がある（産業系施設） 

稼働率の低下した諸室や機能が重複した諸室の整理が必要 

◆諸室の稼働率が 1 割以下の施設がみられる。また、会議室等多目的に利用が可能な諸室は、様々な用

途に設置されており、利用目的や稼働率の状況を踏まえて、不要な諸室を整理することが必要。 

そ
の
他 

地
区
別
の
状
況 

○１人あたりの公共施設面積は浜田地区 2.58 ㎡、安城地区 26.50 ㎡と 10 倍

以上の差（地区別の状況） 

○一部の地区では、30 年後には人口が半減すると想定（小国、木田、和田、都

川、市木、黒沢、井野地区） 

重複施設の解消 

○各自治区に郷土資料館が設置されており、類似施設との役割や関連性の整理が

必要（博物館等） 

○県施設や類似施設と機能が重複し過剰な傾向（スポーツ施設） 

○各自治区に火葬場が設置（その他） 

施設の用途や機能についての重複の解消が必要 

◆合併市町村であることから、かつてのワンセット主義に基づき整備された施設が多くある。また、県

施設や民間施設で代替可能な施設も多くあることから、公共施設が過大な状況にある本市において

は、施設の必要性を見直すほか、その用途や機能についての重複を解消することが必要。 

 
○合併市町村であるため、同じ目的でも異なる設置条例で設置（集会施設） 

○自治区ごとに開館時間や管理運営方法にばらつき（集会施設） 

○ゴミ収集ボックスは金城自治区のみに設置（その他） 

施設の位置づけの整理と市民サービスの公平性の確保が必要 
◆施設の機能は同じでも、設置条例の違いや、開館日や管理運営の方法に差がみられるほか、特定の自
治区にしかない施設がみられる。市民サービスの公平性を踏まえた施設の必要性や位置づけを再度検
討することが必要。 

公共施設の位置づけの 

明確化 

社会動向や自治区間、地区間のバランスを見据えた施設配置の検討が必要 

◆公共施設の管理運営費のうち約 7 割は税金等で賄われている。また、公共施設は市民生活や地域活動

にとって必要な要素である。今後の人口構成や社会動向の変化を見据え、自治区間、地区間のバラン

スのとれた施設配置を検討することが必要。 

バランスのとれた 

公共施設配置 

全
市 

○公共施設の老朽化が進んでおり、建替え、修繕等の対応が必要 

○少子高齢化が進展する中、財政的に、現在ある公共施設を同じ規模で全て更新

するのは不可能 

浜田市の公共施設は過大な傾向にあり、将来の人口減少を踏まえると、公共施設サービスを継続して提

供するためには、適切な施設数や管理運営方法の見直しといった公共施設マネジメントが必要 
全市的な公共施設のあり方を定めた 

マネジメント方針 

上記の視点を踏まえた 

公共施設再配置計画の策定 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

⑨ 




